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1.　�特集の背景について
　2012 年 5 月に水質基準値を上回るホルムアル
デヒドが浄水場の水道水から検出され，利根川水
系の浄水場で取水を一時停止した。千葉県の 5 市
において，最大 36 万世帯（87 万人）が給水停止
の影響を受けた。
　この水質事故の大きな特徴の一つとして，直接
ホルムアルデヒドが環境水中に排出されたのでは
なく，何らかの物質が排出され，浄水処理プロセ
スの中で必ず行われる塩素消毒処理によって，そ
の物質からホルムアルデヒドが生成したというこ
とがある。その原因物質がヘキサメチレンテトラ
ミンであることが判明し，その排出源が特定され
たことで排出が停止された。しかし，排出が停止

されるまでは，水質汚染継続の見込みが分からな
かったため，該当した水道事業体は慎重に対応せ
ざるを得なかったと考えられる。
　このような，水道水質基準項目類には含まれて
いないものの，浄水処理の副生成物として基準項
目物質が生成されるという物質が排出され，水道
の水質基準値を上回る濃度を検出したという事故
において，それぞれの立場においてどのような活
動がなされたかについての報告とその事後評価，
事故後における今後類似の事象に対するリスク管
理体制の検討，さらには今後の課題の整理などを
行うことが重要だと考えた。
　また，今回の事故は水道事業体だけの問題では
なく，水道水質管理，水質分析技術，河川の管理，
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化学物質管理，廃棄物管理などを担当する多様な
関係機関が存在する。
　そこで，それぞれ異なる立場として，水道事業
体の視点から金見 (2013)，水質分析の技術的な面
と未規制物質管理の視点から小林ら (2013)，水道
水質リスク管理の視点から浅見ら (2013)，化学物
質・廃棄物管理の視点から滝上ら (2013) が執筆し，
さらに水道利用者の視点からということで著者が
本稿を作成した。それぞれの論文，およびそこに
含まれる参考文献（特に行政機関からの通知や資
料）には，今回の水質事故から導き出される教訓
や今後に向けた課題などが示されている。
　さて，本特集（および本特集のもととなる年次
大会における企画セッション）を企画するにあた
り「リスクガバナンスの視点から」という副題を
つけた。リスクガバナンスの視点から考えると，
たとえば，水管理に関する法規制は管轄もそれぞ
れ分かれており，それぞれが部分最適化のみを行
い全体的な視点が欠けていたために今回のような
事故への対応が後手に回った。従ってこの問題を
解決するためには，全体での最適化を重要視しな
ければならない，というような見方もあるかもし
れない。
　しかしながら，一方ではそれぞれの法規制等に
はそれぞれ固有の目的と役割があり，第一義とし
て，それらが部分として最適であり機能しなけれ
ばならない。また，それぞれの法規制等が固有の
目的のために最適化していることが，全体での機
能維持にもある程度つながっているとも考えられ
る。つまり全体最適化のみを試みるのではなく，
個々の最適化の上に成り立つ，機関同士の連携と
協力が重要であろうと考え，そのようなスタンス
で企画を行った。

2.　�給水停止に対する住民のパーセプショ
ンに関するアンケート調査の背景

　ここでは，水道利用者の立場からということで，
断水に対する意識などについて把握するために行
った一連のアンケート（大野ら , 投稿準備中）の
一部概要について示す。アンケート調査を行った
背景には以下の二つが含まれる。

2.1.　�健康リスク評価の面から見たホルムアルデ
ヒドについて

　今回のホルムアルデヒド水質事故において水道
事業者が給水停止を判断した背景と考えられる，

水質基準値超過時の対応などについては浅見ら
(2013) に示されている。
　ただし健康リスクの面から考慮すると，水道水
質基準物質としてのホルムアルデヒドを考えた場
合，基準値は慢性毒性に基づく評価値がもとにな
っており，超過の程度によるものの，数日程度の
基準値超過が直接の健康影響をもたらすというこ
とにはならない。
　さらに，ホルムアルデヒドに関しては，現行の
日本の水道水質基準は 0.08 mg/L と WHO の飲料
水水質ガイドラインよりも厳しい値になってい
る。ガイドラインの第 3 版 (WHO, 2004) において
はホルムアルデヒドのガイドライン値は 0.9 mg/
L であるが，日本においては「気化による吸入暴
露経路による発がん性を考慮した追加の不確実係
数 10」などを考慮することで約 10 倍厳しい値に
なっている。
　さらに WHO(2011) のガイドライン第 4 版（最
新版）ではガイドライン値は設定されなくなって
いる。この理由としては，飲料水中のホルムアル
デヒドの想定濃度と耐容濃度が著しく異なること
を考慮し，ホルムアルデヒドに対して公式なガイ
ドライン値を設定することは必要とは考えられて
いない，ということである。同時に，ホルムアル
デヒドの物理化学的特性は，それらが水から揮発
しにくいことを示唆しており，そのため，シャワ
ー中の吸入による暴露は低いものと思われる，と
している (WHO, 2011)。このことは，新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構 (2006) においても，「ホ
ルムアルデヒドについては，蒸気圧は 517kPa 
(25℃ ) と大きいが，水への溶解度は 55% と大きく，
ヘンリー定数は 0.0341 Pa・m3/mol (25℃ ) と小さ
い。」，「したがって，ホルムアルデヒドは水環境
から大気へ揮散され難いと推定される。」と記載
されている。
　本稿では日本におけるホルムアルデヒド水質基
準値のあり方についての議論はしない。しかし，
ホルムアルデヒドの基準値が慢性毒性に基づいて
いることと基準値が厳しめに設定されていること
から，ホルムアルデヒドが数日間，数倍程度基準
値を超過することによる健康リスクは，現時点で
得られている科学的知見に基づけば，非常に小さ
いか無視できる程度であると考えられる。

2.2.　生活用水としての水道水
　水道水は飲用や調理用といった経口摂取に直接
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水道水の水質が悪化して，水道水の水質基準（健
康に関連する基準項目）を満たさない場合，原則
として断水となります。」

3.1.　�断水時に困る水の用途について
　質問１として，「数日間，水道水が断水となっ
た場合，特に困るものはどれですか。（３つまで
選択可）」という質問を行った。その結果は図 1
の通りである。
　断水時に困る用途としてトイレ（78%），お風呂・
シャワー・手洗い（66%），飲み水（43%），調理
用水（39%），洗濯（35%）の順で困るという回答
が得られた。避難しなければならないと言った緊
急時ではなく，（数日間の断水という）通常の生
活を続けていくような状況においては，まずは生
活用水が重要であり，その次に摂取用としての水
が重要であるという判断をしたと考えられる。
　また，この傾向は前述の東京都水道局 (2006) に
よる，用途別水使用量と類似している。このこと
から，短期間の断水の場合では，実際に使用量の
多い生活用水が困るだろうと考えている傾向が示
唆された。

3.2.　�水質基準を満たさない場合に断水すること
についての意識について

　質問 2 として，以下のような質問を行った。
（飲み水としての）水道水の水質基準を満たさな
いため数日間断水するとしたら，以下の (A), (B), 
(C) についてどのようにお考えになりますか。そ
れぞれ「はい」「いいえ」「わからない」から１つ
お答えください。
(A) 水質基準を満たしていなければ不安なので断
水してほしい。

関係する用途だけではなく，生活用水としても重
要なものである。東京都水道局 (2006) によると，
一般家庭における用途別水使用量は，トイレが最
も高く 28% であり，ついで風呂 24%，炊事 23%，
洗濯 16%，洗顔・その他 9% となっている。水量
の面から考えると，断水の際の応急給水により経
口摂取分は給水することは可能であるが生活用水
について給水することは困難である。
　以上の背景をもとに，水質基準を満たさない場
合における給水停止（による断水）に対する意識
について，アンケート調査を行った。

３．アンケート内容と結果・考察
　アンケートは 2012 年 8 月 21 日～ 9 月 11 日に
かけて Web 調査 ( 株式会社日経リサーチ ) により
実施した。断水に関するアンケートは，水道水や
嗜好飲料，調理用水などと言った水分の経口摂取
量に関する実態調査（以下，摂水量調査とする）
を主目的とした一連の調査（大野ら , 投稿準備中）
に付随する質問項目として行った。
　回答者数は地域，家族構成を考慮した全国 754
名である。具体的には，摂水量調査において，全
国を 4 地域（北海道・東北，関東・甲信越，中部・
関西，中国・四国・九州・沖縄）に分割，年齢層
を 6 分割（0 ～ 6, 7 ～ 14, 15 ～ 19, 20 ～ 39, 40 ～
59, 60 ～ 79 歳）したうえで，各地域・年齢層の
男女について約 25 ～ 50 名ずつ，全体で 754 世帯
の 1914 名に対する調査を行った。本稿で紹介す
る部分の質問は各世帯の代表者 1 名に対して行っ
た。誰を代表者にするかについては指定しておら
ず，性別についても特定していない。なお，無回
答世帯はなかった。
　3 日間にわたる摂水量調査を行ったあとの質問
であるため，何も事前調査を行っていない場合と
比較して水の使用に対する意識，特に水の経口摂
取に関する意識が大きい状態での回答であろう点
が，バイアスとして考えられる。なお，回答者が
2012 年のホルムアルデヒド事故において断水を
経験した地域かどうか，あるいはこれまで断水を
経験したことがあるかどうかについては，考慮に
いれていない。また，アンケート結果は，地域に
よる人口の違いなどを考慮していない無調整値と
して報告する。
　断水に関する部分のアンケートは，前提として
次の文章を示したのちに質問を行った。

（前提文章）「現状では，水質事故などで一時的に
図 1　�数日間の断水の際に困る用途についての質問結果

（３つまで選択可，n=754，無調整値）
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が示唆される。
　一方 (C) のように，飲み水と調理用水は確保す
るので生活用水に利用できる水質であれば，とい
う条件設定をすると，86% もの回答者が断水しな
いでほしいと答えていた。このことは，生活用水
の重要性に関する利用者の認識を示している。そ
れと同時に，経口摂取について他の水源から入手
できるということで不安が低減していることを示
しており，このことからも，多くの利用者にとっ
ては「水質基準を満たさないこと」が「健康への
悪影響」に直結して解釈されていると推測される。
水質基準を超えたときの健康影響やリスクについ
て，事故時ではなく普段から積極的に伝えていく
ことにより，事故時などにおける住民の不安を低
減できる可能性があると推測される。

4　�給水停止に対する住民のパーセプショ
ンについてのまとめ

　アンケート調査の結果から見ると，住民は水道
水質基準を満たしていない水であっても，数日程
度あれば，特に生活用水確保のために断水を望ま
ない傾向が示された。しかし同時に，基準を満た
さないことが健康影響に直結するのではという不
安や，基準を満たさないこと自体に対する不安が
あることも示唆された。
　水道水質基準は，病原性生物に関連した指標を
はじめとした急性な健康影響をもたらすもの，慢
性健康影響によるもの，さらには色度，味，臭気
といった水道水の性質に関わるものなどに分かれ
ており，基準値を超過した場合の影響の性質もそ
の程度も異なっている。現在の基準の示し方は，
基準を満たしているときは良いが，基準を満たせ
なかった場合の影響や意味づけについては伝わり
づらい。そのことが水質事故のような場合におい
て，住民の不安につながっている可能性がある。
　一方で 2011 年の東日本大震災の際には，放射
性物質の暫定指標値を超えたため，成人又は乳幼
児の摂取制限の広報はなされたが，地震そのもの
や停電による断水以外の給水停止は行われなかっ
た（浅見ら，2011）。東北地方の支援にも困難が
あった中，首都圏でも給水停止が行われた場合は，
市民生活への影響は計り知れないものがあったで
あろう。
　水質事故時において，生活用水確保のために，
給水停止を回避して飲用制限で対応することも場
合によっては有効な方策であると考えられる。そ

(B) 水質基準を満たさないとしても，数週間飲ん
でも健康影響がない程度であれば断水しないでほ
しい。
(C) 飲み水と調理用水はペットボトルや給水車で
確保するので，洗濯やトイレに利用できる水質で
あれば断水しないでほしい。
　結果を図 2 に示す。(A) 水質基準を満たしてい
なければ不安なので断水してほしいに対しては，
43% の人が断水しないでほしい（「いいえ」）と答
えており，断水してほしい（「はい」）の 38% よ
りもやや多かった。
　(B) の「数週間飲んでも健康影響がない程度で
あれば」という条件をつけた場合，断水しないで
ほしいという回答は 43% (A) から 54%(B) へと増
加した。しかしながら，それほど大きな増加では
なかった。このことは，水質基準という法令遵守
が依然として安全／危険判断のよりどころとなっ
ている（二分法的思考）ことを示している可能性
がある。
　つまり実際の健康影響とは関係なく，基準値を
遵守することが安全であり基準値を満たさないこ
とは安全ではないという判断をする人が多いこと
が示唆される。水道水質「基準」以外にも，住民
の生活環境に関するものだけでも数多くの「基準」
が存在している。これらの「基準」の意味が異な
るにもかかわらず，意味についての説明は十分と
はいえない。さらには，適切に説明されたとして
も説明の仕方次第では，内容が複雑すぎるなどの
理由で十分に理解されないかもしれない。これら
のことから推察するに，(A) において断水してほ
しいと答えた人に対して，単純に「基準超過では
あるが直接的な健康影響はないので心配しなくて
良い」というような説明をしても通じない可能性

図 2　�水質基準をみたさない場合の断水に関する質問結
果（n=754，無調整値 , 簡単のため回答内容を「断
水しないでほしい」「断水してほしい」「わからな
い」に再構成した）
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ら」において行われた発表内容をもとに加筆修正
を行ったものである。発表後の動向についても，
平成 24(2012) 年度末までを中心として一部加筆さ
れている。なお，各総説論文中で述べられている
考察や見解については，所属機関の見解ではなく，
各著者個人の考察や見解である。

の際には，リスク／ベネフィット評価，水質基準
の表現方法などに加えて，水質基準超過時のみな
らず通常時からの利用者とのコミュニケーション
方法について検討していくことも重要であろう。
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付録
　本特集における一連の総説論文は，2012 年 11
月の日本リスク学会第 25 回年次大会における企
画セッション「利根川水系ホルムアルデヒドの水
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